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理系分野で活躍する女性を増やすために、大学ができる

こと・やるべきことは何か？　社会や労働市場における理

系女性をとりまく現状と課題、その解決策について、教員

や研究者のキャリア形成、高校と大学の接続、及び科学技

術とジェンダーに関する政策等の研究に取り組んでいる

九州大学男女共同参画推進室教授・河野銀子氏に伺った。

まず、社会及び労働市場における女性の活躍機会の現状

について河野氏に聞いた。ジェンダーの観点から河野氏

が指摘するのは、「垂直・水平方向共にジェンダー・ギャッ

プが大きく、ダイバーシティが進んでいない」ということ

だ。「政治家や経営者といった威信や収入の高い職業、ま

た、各職業・組織における高い地位の女性が少ないという

垂直的な偏りと、特定の職業領域、特に高度な知識や理系

的知識・技術を必要とする専門的職業に女性が少ないとい

う水平的な偏りのどちらもが存在している」と河野氏は指

摘する（図1　ジェンダーギャップ指数2023）。

さらに、労働市場におけるジェンダー不均衡の特徴とし

て、①女性が多く従事している産業の多くが脆弱な産業で

あること、②女性における非正規雇用率の高さ、③管理職

における女性比率の少なさの3点があると河野氏は話す。

01
労
働
市
場
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
不
均
衡

労働市場におけるジェンダー不均衡

理系分野での
女性の活躍機会を増やす
圧倒的な労働力不足の解決策として、機械化・自動化の推進を始めとして様々な方策が議論されてい

るが、根本的なところで、あるべき姿が達成できていないという現実がある。それが、労働市場にお

けるジェンダー平等である。

男女の賃金格差はもちろん、組織の上位職における女性比率の低さ、特定分野、特に理工系の高度

な専門知識を必要とする職業・分野における女性比率の低さといったジェンダー不均衡は、2040年

と言わずできるだけ早い段階で是正されるべきものだ。そして、この課題に対して大学として寄与で

きることの一つが、「理系分野での女性の活躍機会を増やす」ことではないだろうか。

そのために向き合うべき課題と解決策について見ていきたい。

解決の方向性

タテにもヨコにもダイバーシティが進んでいない
日本の労働市場

順位 国名 値
1 アイスランド 0.912
2 ノルウェー 0.879
3 フィンランド 0.863
4 ニュージーランド 0.856
5 スウェーデン 0.815
6 ドイツ 0.815

15 英国 0.792

30 カナダ 0.770

40 フランス 0.756

43 アメリカ 0.748

79 イタリア 0.705

102 マレーシア 0.682

105 韓国 0.680

107 中国 0.678

124 モルディブ 0.649
125 日本 0.647
126 ヨルダン 0.646
127 インド 0.643

政治参画（0.057） 教育（0.997）

経済参画（0.561）

健康（0.973）

・国会議員の男女比
・閣僚の男女比
・最近50年における
  行政府の長の在任年数の男女比

・識字率の男女比
・初等教育就学率の男女比
・中東教育就学率の男女比
・高等教育就学率の男女比

・出生時性比
・健康寿命の男女比

（備考） 1．世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書（2023）より作成」
 2．日本の数値がカウントされていない項目はイタリックで記載
 3．分野別の順位：経済（123位）、教育（47位）、政治（138位）

・労働参加率の男女比
・同一労働における賃金の男女格差
・推定勤労所得の男女比
・管理的職業従事者の男女比
・専門・技術者の男女比

アイスランド（0.912）
1位／ 146カ国

日本（0.467） 
125位／ 146カ国 

平均（0.684）
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出典：内閣府男女共同参画局

図1　ジェンダー・ギャップ指数　2023年
世界経済フォーラムによるGGGI でも、「政治」「経済」分野のスコア /順位は極度に低い
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女性研究者数及び研究者に占める女性の割合の推移 分野別の大学入学状況
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河野銀子 氏

九州大学男女共同参画推進室教授
（教育社会学・ジェンダーと科学技術政策）

教育（機関、制度、組織）の社会的機能について、教育を利用す
る側の意識やキャリアの分析を通して、再検討している。特に、
教員や研究者のキャリア形成、高校と大学の接続、および科学
技術とジェンダーに関する政策等のテーマに取り組んでいる。

女性の数という「景色」だけでなく
「組織」「知識」も変えていく取り組みを

インタビュー
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ンダーの視点を取り入れること」を河野氏は説く。「教員

が何も意識せずに授業をすると、教員と生徒のやりとりの

3分の2が男子と行われているという結果が欧米の複数の

国で見られている。日本でもこういった研究を進めて、知

らず知らずのうちに男子生徒の経験や視点を標準とみな

していないか常に見直すことが必要。また、イギリスやア

メリカで実践されている『女子が興味を持つ算数・数学の

授業の仕方』『物理に女子を惹き付けるための教材の作り

方』等の研究を日本でも理科教育学や数学教育学の分野で

進めていかなければ、根本的な改善にならない」と力を込

める。

加えて、女子にとって最も身近なロールモデルである理

数系教科の女性教員を増やすことや、今、世界でジェン

ダード・イノベーションズが重視されていることを教員が

生徒に伝えていくことも重要だという。「日本の中学・高

校の理数系教科の女性教員比率は3割にも満たない。解決

できてない優先課題の一つ」と河野氏は指摘する。

次に、高等教育段階における課題として河野氏が挙げた

のは、「垂直方向にも、水平方向にも男女の偏りが大きいこ

と」であった。

垂直方向の偏りは、大学進学率の男女差に始まり、学部

生、大学院生、そして、助教から学長に至るまで、教育段階

や職階が高くなるにつれて女性比率が低くなっている現

状がある。水平方向の偏りについては、女性の進学率が上

がっているにも拘わらず、女性の学部生におけるSTEM分

野を専攻する学生の割合に大きな変化がないことを河野

氏は指摘する。国の政策として理系進路選択支援事業が

始まった2008年と2022年を比較すると、理学は2.0％

→1.8％、工学は4.2％→5.0％で、大きな上昇は見られず

「これまでのやり方ではダメということ」と河野氏は話す。

では、この偏りを改善し、理系分野で活躍する女性を増

やすには、大学はどのような取り組みを行うべきか。河野

氏が提言するのは、①理系に限らず正規職の女性教員を増

やす、②分野によっては学部・大学院の女性学生比率向上

策を講じる、③女性の大学進学率が向上しても女性学生に

占める理工系割合が増えていない原因を大学ごとに解明

する、の3つだ。「女性教員の数は増えているものの、非正

規雇用や任期付き雇用が多い現状では上位職や管理職は

増えないため、正規ポストでの雇用を増やす必要がある。

ただし、分野によっては博士課程までの女性が少なく女性

教員増につなげられない状況があるため、②が必要。そし

て、②を行うには③が必要だが、女性学生に占める理工系

割合が増えない原因は大学の入試難易度によって異なっ

てくるため、個別に分析が必要」と河野氏は説明する。

他方で、女性の数や比率だけを追うことへの警鐘を河野

氏は鳴らす。「数だけを増やそうとしても、少し増えたら

また減ってしまったり、男性を標準とした組織の制度や風

土に阻害されて女性が働き続けられなかったりすること

は、既に数を増やす施策に注力したイギリスやアメリカが

経験済。われわれはその失敗を生かすべき」と話す。

そこで河野氏が提示するのが、組織の数的なジェンダー

バランスという「景色」に「組織」「知識」を加えた3つのバラ

ンスを整えながらジェンダーバランスを改善していく「男

女共同参画推進のための三角モデル」（図2）だ。「数を増や

していくには、組織の制度や風土に埋め込まれたジェン

ダーステレオタイプやアンコンシャス・バイアスに気づ

き、低減させる、また、研究対象の選択や研究方法等知識生

産の全てのプロセスにおいて、知らないうちに男性が標準

になっていないか確認する、あるいは、科学研究や技術開

発に積極的にジェンダー視点を導入するジェンダード・イ

ノベーションズを行うなど、組織や知識が変わらないとう

まくいかない」と河野氏。

組織変革のための具体的な取り組みとして、アンコン

シャス・バイアスの低減のほかに、欧米で取り組まれ始め

ている、大学に新たに入ってくる教職員に組織のダイバー

シティ推進のためにできることを表明してもらう「ダイ

バーシティ・ステートメント」の導入や、教員の評価方法の

変更等も挙げる。「実績の数だけでなく、研究の将来性や

独創性も評価していけば、育児休業等でブランクのある教

員が不利になることも減るだろう。また、管理職の候補者

を選ぶ際に男女比が半々になるように意識的に声かけを

していくことも、できることだ」と河野氏は話す。これら

の取り組みが広がることを期待したい。

（文／浅田夕香）

「2021年の『経済センサス-活動調査』において従業者数全

体に占める女性の割合が50％を超える産業は『医療、福祉』

『宿泊・飲食サービス業』『生活関連サービス・娯楽業』等の

対人・ケア系で、『電気・ガス・熱供給・水道業』『建設業』『運

輸・郵便業』『情報通信業』などのインフラ系は30％を下

回っている。対人・ケア系の業種は有期雇用が多い傾向に

あり、社会・経済に大きな変化があった際には失職しやす

い。また、女性の正規雇用比率が25歳〜29歳をピーク

（2022年は59.7％）に低下するLカーブ問題は深刻で、女

性が経済的に自立しづらい状況になってしまっている」と

河野氏。

そして、こうした労働市場における女性をめぐる課題に

対する大学の責任として、「大学及び大学院進学率におけ

る男女間の格差や専攻分野におけるジェンダー不均衡を

背景に、大学が大卒労働市場に送り出す人材自体が偏って

いるために、大卒労働市場におけるジェンダー不均衡に加

担してしまっており、労働市場を変えることができていな

い」と河野氏は指摘する。理系分野における女性学生の少

なさも、この偏りの一因と言えるだろう。

では、理系分野で活躍する女性を増やしていくにはどう

すればいいのか。教育段階ごとに伺ったところ、まず、初・

中等教育段階における課題として河野氏が挙げたのは「理

数系科目を将来に生かそうと考えている女子が、男子より

も有意に少ないこと」であった。OECDの調査結果を見る

と、数学的リテラシーや科学的リテラシーにおいて習熟度

レベルの上位層に入っている日本の生徒のうち、「30歳で

技術者や科学者として働いていることを期待している」の

は、女子では約30人に1人と、男子の10人に1人に比べ

て少なく、さらに「ICT関係の職業に就くことを期待してい

る」のは、男子が6％に対して女子は1％と、極めて低い状

況にある。要因として「意識面に格差があることが諸研究

から指摘されている」と河野氏は話す。「理工系の進路や

職業は、主に男性が選択するものである」といった固定概

念のある環境等が、女子を理工系の進路から遠ざけている

わけだ。

この点で、女子に対して理系の進路の魅力を伝えるよう

な積極的な声かけや、ロールモデルの提示等の取り組みを

行っていくことは「現時点では必要」と河野氏は話すが、現

状の取り組みの問題点も指摘する。具体的には、提示する

ロールモデルが素晴らしすぎて「私には無理」と逆効果に

なってしまうケースがあることや、元々理系の進路への関

心が高い児童・生徒にしかアプローチできないケースが多

いこと等だ。「例えば、中学生女子の32％は、文理タイプ

の自覚が『どちらともいえない／わからない』という状態

にあるが、その多くが高校で『文系』に変化していると読み

取れる調査結果がある（※）。この『どちらでもない／わから

ない』という生徒達が理系を選択肢に考えられるようなア

プローチの仕方を考えていかなければいけない」と河野

氏。

また、「欧米が70年代から取り組んでいるにも拘わらず、

日本ではまだ取り組まれていない根本的な施策」として、

「理数系教科の目的や教授内容、教授方法、評価方法にジェ

初・中等教育段階で文理が「未定」の女子に対する
アプローチの必要性

理数系教科の内容・教授方法に
ジェンダー視点を取り入れる研究を

大学では、女性教員・学生ともに
数・比率を上げる施策を

※「平成 29 年度内閣府委託調査：女子生徒等の理工系進路選択支援に向けた生
徒等の意識に関する調査研究」調査報告書（株式会社リベルタス・コンサルティ
ング）、および「令和 3 年度内閣府委託調査：女子生徒等の理工系分野への進
路選択における地域性についての調査研究」調査報告書（三菱 UFJ リサーチ
＆コンサルティング株式会社）より

知識組織

景色

知識生産の全活動過程
・対象や方法の選び方、評価
・ジェンダード・イノベーションズ

科学技術・学術分野の組織
・男性標準の制度風土等の見直し
・アンコンシャス・バイアス低減
・ダイバーシティ・ステートメント

科学技術・学術分野の景色
・不平等の現状を可視化
・ジェンダー統計の整備　定期刊行

3つのバランスが
重要

出典 : 河野銀子氏資料

図2　男女共同参画推進のための三角モデル
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https://souken.shingakunet.com/publication/collegemanagement/

